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＜関連規定＞ 

特許法 

(手続の補正) 

第17条 (略) 

2 第三十六条の二第二項の外国語書面出願の出願人は、前項本文の規定にかか

わらず、同条第一項の外国語書面及び外国語要約書面について補正をするこ

とができない。 

3・4 (略)  

 

(願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の補正) 

第17条の2 特許出願人は、特許をすべき旨の査定の謄本の送達前においては、

願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることが

できる。ただし、第五十条の規定による通知を受けた後は、次に掲げる場合

に限り、補正をすることができる。 

一 第五十条(第百五十九条第二項(第百七十四条第二項において準用する場

合を含む。)及び第百六十三条第二項において準用する場合を含む。以下こ

の項において同じ。)の規定による通知(以下この条において「拒絶理由通知」

という。)を最初に受けた場合において、第五十条の規定により指定された

期間内にするとき。 

二 拒絶理由通知を受けた後第四十八条の七の規定による通知を受けた場合

において、同条の規定により指定された期間内にするとき。 

三 拒絶理由通知を受けた後更に拒絶理由通知を受けた場合において、最後

に受けた拒絶理由通知に係る第五十条の規定により指定された期間内にす

るとき。 

四 拒絶査定不服審判を請求する場合において、その審判の請求と同時にす

るとき。 

2 第三十六条の二第二項の外国語書面出願の出願人が、誤訳の訂正を目的とし

て、前項の規定により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をする

ときは、その理由を記載した誤訳訂正書を提出しなければならない。 

3～6 (略) 

 

(国際出願による特許出願) 

第184条の3 千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約

(以下この章において「条約」という。)第十一条(1)若しくは(2)(b)又は第十四

条(2)の規定に基づく国際出願日が認められた国際出願であつて、条約第四条

(1)(ii)の指定国に日本国を含むもの(特許出願に係るものに限る。)は、その国

際出願日にされた特許出願とみなす。 

2 前項の規定により特許出願とみなされた国際出願(以下「国際特許出願」と
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いう。)については、第四十三条(第四十三条の二第二項(第四十三条の三第三

項において準用する場合を含む。)及び第四十三条の三第三項において準用す

る場合を含む。)の規定は、適用しない。 

 

(外国語でされた国際特許出願の翻訳文) 

第184条の4 外国語でされた国際特許出願(以下「外国語特許出願」という。)

の出願人は、条約第二条(xi)の優先日(以下「優先日」という。)から二年六月(以

下「国内書面提出期間」という。)以内に、前条第一項に規定する国際出願日(以

下「国際出願日」という。)における条約第三条(2)に規定する明細書、請求の

範囲、図面(図面の中の説明に限る。以下この条において同じ。)及び要約の日

本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、国内

書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に次条第一項に規定する書

面を提出した外国語特許出願(当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出し

たものを除く。)にあつては、当該書面の提出の日から二月(以下「翻訳文提出

特例期間」という。）以内に、当該翻訳文を提出することができる。 

2 前項の場合において、外国語特許出願の出願人が条約第十九条(1)の規定に基

づく補正をしたときは、同項に規定する請求の範囲の翻訳文に代えて、当該

補正後の請求の範囲の翻訳文を提出することができる。 

3 国内書面提出期間(第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提

出特例期間。以下この条において同じ。)内に第一項に規定する明細書の翻訳

文及び前二項に規定する請求の範囲の翻訳文(以下「明細書等翻訳文」という。)

の提出がなかつたときは、その国際特許出願は、取り下げられたものとみな

す。 

4 前項の規定により取り下げられたものとみなされた国際特許出願の出願人

は、経済産業省令で定める期間内に限り、経済産業省令で定めるところによ

り、明細書等翻訳文並びに第一項に規定する図面及び要約の翻訳文を特許庁

長官に提出することができる。ただし、故意に、国内書面提出期間内に当該

明細書等翻訳文を提出しなかつたと認められる場合は、この限りでない。 

5 前項の規定により提出された翻訳文は、国内書面提出期間が満了する時に特

許庁長官に提出されたものとみなす。 

6 第一項に規定する請求の範囲の翻訳文を提出した出願人は、条約第十九条(1)

の規定に基づく補正をしたときは、国内書面提出期間が満了する時(国内書面

提出期間内に出願人が出願審査の請求をするときは、その請求の時。以下「国

内処理基準時」という。)の属する日までに限り、当該補正後の請求の範囲の

日本語による翻訳文を更に提出することができる。 

7 第百八十四条の七第三項本文の規定は、第二項又は前項に規定する翻訳文が

提出されなかつた場合に準用する。 

 

(2023.4) 
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(書面の提出及び補正命令) 

第184条の5 国際特許出願の出願人は、国内書面提出期間内に、次に掲げる事

項を記載した書面を特許庁長官に提出しなければならない。 

一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 発明者の氏名及び住所又は居所 

三 国際出願番号その他の経済産業省令で定める事項 

2 特許庁長官は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、手続の補正をす

べきことを命ずることができる。 

一 前項の規定により提出すべき書面を、国内書面提出期間内に提出しない

とき。 

二 前項の規定による手続が第七条第一項から第三項まで又は第九条の規定

に違反しているとき。 

三 前項の規定による手続が経済産業省令で定める方式に違反していると

き。 

四 前条第一項の規定により提出すべき要約の翻訳文を、国内書面提出期間

(前条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間)

内に提出しないとき。 

五 第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を国内書面提出期間

内に納付しないとき。 

3 特許庁長官は、前項の規定により手続の補正をすべきことを命じた者が同項

の規定により指定した期間内にその補正をしないときは、当該国際特許出願

を却下することができる。 

 

(国際出願に係る願書、明細書等の効力等) 

第184条の6 国際特許出願に係る国際出願日における願書は、第三十六条第一

項の規定により提出した願書とみなす。 

2 日本語でされた国際特許出願(以下「日本語特許出願」という。)に係る国際

出願日における明細書及び外国語特許出願に係る国際出願日における明細書

の翻訳文は第三十六条第二項の規定により願書に添付して提出した明細書

と、日本語特許出願に係る国際出願日における請求の範囲及び外国語特許出

願に係る国際出願日における請求の範囲の翻訳文は同項の規定により願書に

添付して提出した特許請求の範囲と、日本語特許出願に係る国際出願日にお

ける図面並びに外国語特許出願に係る国際出願日における図面(図面の中の説

明を除く。)及び図面の中の説明の翻訳文は同項の規定により願書に添付して

提出した図面と、日本語特許出願に係る要約及び外国語特許出願に係る要約

の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した要約書とみなす。 

3 第百八十四条の四第二項又は第六項の規定により条約第十九条(1)の規定に

基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合は、前項の規定にかか
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わらず、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を第三十六条第二項の規定により

願書に添付して提出した特許請求の範囲とみなす。 

 

(日本語特許出願に係る条約第十九条に基づく補正) 

第184条の7 日本語特許出願の出願人は、条約第十九条(1)の規定に基づく補正

をしたときは、国内処理基準時の属する日までに、同条(1)の規定に基づき提

出された補正書の写しを特許庁長官に提出しなければならない。 

2 前項の規定により補正書の写しが提出されたときは、その補正書の写しによ

り、願書に添付した特許請求の範囲について第十七条の二第一項の規定によ

る補正がされたものとみなす。ただし、条約第二十条の規定に基づき前項に

規定する期間内に補正書が特許庁に送達されたときは、その補正書により、

補正がされたものとみなす。 

3 第一項に規定する期間内に日本語特許出願の出願人により同項に規定する

手続がされなかつたときは、条約第十九条(1)の規定に基づく補正は、されな

かつたものとみなす。ただし、前項ただし書に規定するときは、この限りで

ない。 

 

(条約第三十四条に基づく補正) 

第184条の8 国際特許出願の出願人は、条約第三十四条(2)(b)の規定に基づく補

正をしたときは、国内処理基準時の属する日までに、日本語特許出願に係る

補正にあつては同条(2)(b)の規定に基づき提出された補正書の写しを、外国語

特許出願に係る補正にあつては当該補正書の日本語による翻訳文を、特許庁

長官に提出しなければならない。 

2 前項の規定により補正書の写し又は補正書の翻訳文が提出されたときは、そ

の補正書の写し又は補正書の翻訳文により、願書に添付した明細書、特許請

求の範囲又は図面について第十七条の二第一項の規定による補正がされたも

のとみなす。ただし、日本語特許出願に係る補正につき条約第三十六条(3)(a)

の規定に基づき前項に規定する期間内に補正書が特許庁に送達されたとき

は、その補正書により、補正がされたものとみなす。 

3 第一項に規定する期間内に国際特許出願の出願人により同項に規定する手

続がされなかつたときは、条約第三十四条(2)(b)の規定に基づく補正は、され

なかつたものとみなす。ただし、前項ただし書に規定するときは、この限り

でない。 

4 第二項の規定により外国語特許出願に係る願書に添付した明細書、特許請求

の範囲又は図面について第十七条の二第一項の規定による補正がされたもの

とみなされたときは、その補正は同条第二項の誤訳訂正書を提出してされた

ものとみなす。 
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(補正の特例) 

第184条の12 日本語特許出願については第百八十四条の五第一項の規定によ

る手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納

付した後、外国語特許出願については第百八十四条の四第一項又は第四項及

び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二

項の規定により納付すべき手数料を納付した後であつて国内処理基準時を経

過した後でなければ、第十七条第一項本文の規定にかかわらず、手続の補正(第

百八十四条の七第二項及び第百八十四条の八第二項に規定する補正を除く。)

をすることができない。 

2 外国語特許出願に係る明細書、特許請求の範囲又は図面について補正ができ

る範囲については、第十七条の二第二項中「第三十六条の二第二項の外国語

書面出願」とあるのは「第百八十四条の四第一項の外国語特許出願」と、同

条第三項中「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面(第三十

六条の二第二項の外国語書面出願にあつては、同条第八項の規定により明細

書、特許請求の範囲及び図面とみなされた同条第二項に規定する外国語書面

の翻訳文(誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補

正をした場合にあつては、翻訳文又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲

若しくは図面)。第三十四条の二第一項及び第三十四条の三第一項において同

じ。)」とあるのは「第百八十四条の四第一項の国際出願日(以下この項におい

て「国際出願日」という。)における第百八十四条の三第二項の国際特許出願(以

下この項において「国際特許出願」という。)の明細書若しくは図面(図面の中

の説明に限る。)の第百八十四条の四第一項の翻訳文、国際出願日における国

際特許出願の請求の範囲の同項の翻訳文(同条第二項又は第六項の規定により

千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第十九条(1)

の規定に基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合にあつては、

当該翻訳文)又は国際出願日における国際特許出願の図面(図面の中の説明を

除く。)(以下この項において「翻訳文等」という。)(誤訳訂正書を提出して明

細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、翻訳文

等又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面)」とする。 

 

(特許出願等に基づく優先権主張の特例) 

第184条の15 国際特許出願については、第四十一条第一項ただし書及び第四項

並びに第四十二条第二項の規定は、適用しない。 

2 日本語特許出願についての第四十一条第三項の規定の適用については、同項

中「又は出願公開」とあるのは、「又は千九百七十年六月十九日にワシントン

で作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開」とする。 

3 外国語特許出願についての第四十一条第三項の規定の適用については、同項

中「特許出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面」と
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あるのは「第百八十四条の四第一項の国際出願日における国際出願の明細書、

請求の範囲又は図面」と、「又は出願公開」とあるのは「又は千九百七十年六

月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際

公開」とする。 

4 第四十一条第一項の先の出願が国際特許出願又は実用新案法第四十八条の

三第二項の国際実用新案登録出願である場合における第四十一条第一項から

第三項まで及び第四十二条第一項の規定の適用については、第四十一条第一

項及び第二項中「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実

用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「第百八十四条の四第一項又は

実用新案法第四十八条の四第一項の国際出願日における国際出願の明細書、

請求の範囲又は図面」と、同項中「同項」とあるのは「前項」と、同条第三

項中「先の出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実

用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「先の出願の第百八十四条の四

第一項又は実用新案法第四十八条の四第一項 の国際出願日における国際出

願の明細書、請求の範囲又は図面」と、「同項」とあるのは「第一項」と、「に

ついて出願公開」とあるのは「について千九百七十年六月十九日にワシント

ンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開」と、第四十二

条第一項中「その出願の日から経済産業省令で定める期間を経過した時」と

あるのは「第百八十四条の四第六項若しくは実用新案法第四十八条の四第六

項の国内処理基準時又は第百八十四条の四第一項若しくは同法第四十八条の

四第一項の国際出願日から経済産業省令で定める期間を経過した時のいずれ

か遅い時」とする。 

 

(出願の変更の特例) 

第184条の16 実用新案法第四十八条の三第一項又は第四十八条の十六第四項

の規定により実用新案登録出願とみなされた国際出願の特許出願への変更に

ついては、同法第四十八条の五第四項の日本語実用新案登録出願にあつては

同条第一項、同法第四十八条の四第一項の外国語実用新案登録出願にあつて

は同項又は同条第四項及び同法第四十八条の五第一項の規定による手続を

し、かつ、同法第五十四条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した

後(同法第四十八条の十六第四項の規定により実用新案登録出願とみなされた

国際出願については、同項に規定する決定の後)でなければすることができな

い。 

 

(拒絶理由等の特例) 

第184条の18 外国語特許出願に係る拒絶の査定、特許異議の申立て及び特許無

効審判については、第四十九条第六号、第百十三条第一号及び第五号並びに

第百二十三条第一項第一号及び第五号中「外国語書面出願」とあるのは「第
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百八十四条の四第一項の外国語特許出願」と、第四十九条第六号、第百十三

条第五号及び第百二十三条第一項第五号中「外国語書面に」とあるのは「第

百八十四条の四第一項の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲

又は図面に」とする。 

 

(決定により特許出願とみなされる国際出願) 

第184条の20 (略) 

2・3 (略) 

4 前項の規定により特許庁長官が同項の拒否、宣言又は認定が条約及び特許協

力条約に基づく規則の規定に照らして正当でない旨の決定をしたときは、そ

の決定に係る国際出願は、その国際出願につきその拒否、宣言又は認定がな

かつたものとした場合において国際出願日となつたものと認められる日にさ

れた特許出願とみなす。 

5・6 (略) 

 

特許法施行規則 

(書面の記載事項) 

第38条の3 特許法第百八十四条の五第一項第三号の経済産業省令で定める事

項は、次のとおりとする。 

一 国際出願番号 

二 代理人があるときは、代理人の氏名又は名称及び住所又は居所 

 

特許協力条約(仮訳) 

第2条 定義 

この条約及び規則の適用上、明示的に別段の定めがある場合を除くほか、 

(i)～(viii) (略) 

(ix) 「特許」というときは、国内特許及び広域特許をいうものとする。 

(x)～(xx) (略) 

 

第19条 国際事務局に提出する請求の範囲の補正書 

(1) 出願人は、国際調査報告を受け取つた後、所定の期間内に国際事務局に補

正書を提出することにより、国際出願の請求の範囲について一回に限り補

正をすることができる。出願人は、同時に、補正並びにその補正が明細書

及び図面に与えることのある影響につき、規則の定めるところにより簡単

な説明書を提出することができる。 

(2)・(3) (略)  
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第20条 指定官庁への送達 

(1) (略) 

(2) 請求の範囲について前条(1)の規定に基づく補正がされた場合には、送達さ

れる文書には、出願時における請求の範囲の全文及び補正後の請求の範囲

の全文又は出願時における請求の範囲の全文及び補正を明記する記載を含

めるものとし、また、同条(1)に規定する説明書がある場合には、その説明

書を含める。 

(3) (略) 

 

第34条 国際予備審査機関における手続 

(1) (略) 

(2)(a) (略) 

(b) 出願人は、国際予備審査報告が作成される前に、所定の方法で及び所

定の期間内に、請求の範囲、明細書及び図面について補正をする権利を

有する。この補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてし

てはならない。 

(c)・(d) (略) 

(3)・(4) (略) 

 

第36条 国際予備審査報告の送付、翻訳及び送達 

(1)・(2) (略) 

(3)(a) 国際予備審査報告は、所定の翻訳文及び原語の附属書類とともに、国際

事務局が各選択官庁に送達する 

(b) (略) 

(4) (略) 

 


